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令和・平成　　　年度（令和・平成　　年分）市民税・県民税申告書 表

確認
未確認

免許証
マイナンバーカード
在留カード
その他２点
（　　　　　　　）
（　　　　　　　）

３  所得から差し引かれる金額に関する事項

⑬
社会保険料
控　　　除

⑮
生命保険料
控　　　除

⑯
地震保険料控除

⑳
障害者控除

㉑～㉒
配偶者控除
配偶者特別控除
同一生計配偶者

⑰寡婦控除
⑱ひとり親控除
⑲勤労学生控除
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扶
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㉖
雑損控除

㉗
医療費控除
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①
②
③
④
⑤
⑥
⑦
⑧
⑨
⑩
⑪
⑫
⑬
⑭
⑮
⑯

㉓
㉔
㉕
㉖
㉗
㉘

⑰～
⑱
⑲～
⑳
㉑～
㉒

郵送 等

他課

税務署

還付不要

原本返却
要確申・還付

所 得 の 内 訳 は
添付資料のとおり

確定申告書の控え
・

源泉徴収票
・
その他

記入者

続　柄

社　会　保　険　の　種　類

新 生 命 保 険 料 の 計

国保・介護・後期・その他

国保・介護・後期・その他

国保・介護・後期・その他

支　払　っ　た　保　険　料

合　　　　計

円

円
旧 生 命 保 険 料 の 計

円

新 個 人 年 金 保 険 料 の 計
円

介 護 医 療 保 険 料 の 計
円

地 震 保 険 料 の 計
円

旧 個 人 年 金 保 険 料 の 計
円

旧 長 期 損 害 保 険 料 の 計
円

万円

万円

⑰□ 寡婦控除 ⑱
□ ひとり親
　　　　控除

⑲□ 勤労学生控除
□ 死別
□ 離婚

□ 生死不明
□ 未帰還（ 　 　 　 　 　 　 　 ） （学校名）

氏名

氏名

障害の程度

障害の程度

身体 ・ 療育 ・ 精神

身体 ・ 療育 ・ 精神

氏名

個人番号

個人番号

氏名

フリガナ

フリガナ

級
度
級
度

生年
月日

明・大
昭・平

・　・

生年
月日

明・大
昭・平 ・　・

配偶者合計所得金額

同一生計配偶者
（控除対象配偶者を除く）

同居
別居

個人番号

氏名
フリガナ 生年

月日
明・大
昭・平 ・　・ 同居

別居

個人番号

氏名
フリガナ 生年

月日

個人番号

氏名
フリガナ 生年

月日 ・　・

個人番号

氏名
フリガナ 生年

月日

個人番号

氏名
フリガナ 生年

月日

明・大
昭・平

平・令

平・令

平・令

・　・

・　・

・　・

同居
別居

同居
別居

同居
別居

同居
別居

続柄 控除額

1

2

3

1

2

3

扶養控除
額の合計

別居の扶養親族がいる場合には、裏面の「14」に氏名及び住所を
記入してください。

損 害 の 原 因

損　害　金　額

損 害 年 月 日

・　・
損害を受けた資産の種類

保険金などで補てんされる金額 差引損失額のうち災害関連支出の金額

保険金などで補てんされる金額 セルフメディケーション税制支 払 っ た 医 療 費 等

円 円 円

円 円

□

□

1

等
額
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得
所

4

額
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5  給与・公的年金等に係る所得以外（65歳未満の方は給与所得以外）の
　市民税・県民税の納付方法

給与から差し引き（特別徴収） □ 自分で納付（普通徴収）

　

不　 　動 　　産

利　　　　　　子

配　　　　　　当

給　　　　　　与

一　　　　　　時

公 的 年 金 等

業　　　　務

そ 　 の 　 他

短　　　　期

長　　　　期

営 　 業 　 等

農　　　　業業
事

雑

不 　 動 　 産

利　　　　　子

配　　　　　当

給　　　　　与

社会保険料控除
小　規　模　企　業
共 済 等 掛 金 控 除

寡婦・ひとり親控除

勤労学生・障害者控除

配偶者（特別）控除

生命保険料控除

地震保険料控除

扶　養　控　除

基　礎　控　除

雑　損　控　除

医 療 費 控 除

総合譲渡・一時

合　　　　　計

公 的 年 金 等

業　　　　務

そ 　 の 　 他

営　業　等

農　　　業業
事

雑

渡
譲
合
総

合計（⑦+⑧+⑨）

合計（㉕+㉖+㉗）

⑬から㉔までの計

・「個人番号」欄には、個人番号（行政手続における特定の個人を識別するための番号の
　利用等に関する法律第2条第5項に規定する個人番号をいう。）を記載してください。
・分離課税に係る所得等のある方は、「市民税・県民税申告書（分離課税用）」
　をあわせて提出してください。

あなたやあなたと生計をともにする親族のために支払った国民健康保険税、国民年金保険料、後期高齢
者医療保険料、介護保険料、社会保険料の合計を記入してください。
※国民年金等で特別徴収されている介護保険料等は、年金の受給者本人の控除となります。

一面
★証明書添付

小規模企業共済掛金、心身障害者扶養共済掛金及び確定拠出年金の個人型年金掛金（iDeCo）を支払った
場合の金額を記入してください。

★証明書添付

二面をご覧ください。
★証明書添付

二面をご覧ください。
★証明書添付

二面をご覧ください。

二面をご覧ください。

二面をご覧ください。

あなたが下記の内容に該当する場合は、寡婦控除を適用することができます。Ｂ枠の「⑰寡婦控除」
欄の該当項目へチェックしたうえ、下記の控除額をＣ枠の「⑰寡婦控除」欄に記入してください。
・夫と離婚した後再婚していない方で、前年の合計所得金額が 500 万円以下であり、かつ扶養親族
　を有する方
・夫と死別した後再婚していない方や夫が生死不明などの方で、前年の合計所得金額が 500 万円以下の方
※事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がある場合はどちらも対象外　

あなたが下記の内容に該当する場合は、ひとり親控除を適用することができます。Ｂ枠の「⑱ひとり
親控除」欄へチェックしたうえ、下記の控除額をＣ枠の「⑱ひとり親控除」欄に記入してください。
寡婦控除との併用はできません。
・現在婚姻をしていない方や配偶者の生死不明などの方で、前年の合計所得金額が 500 万円以下で
　あり、かつ総所得金額等が 48 万円以下の生計をともにする子のある方
※事実上婚姻関係と同様の事情にあると認められる者がある場合は対象外

あなたが学生で、１年間（R5.1.1 ～ 12.31）の合計所得金額が 75 万円以下（給与収入で 130 万円以下）
で、そのうちの給与以外の所得が 10 万円以下の場合に対象になります。

★証明書添付

あなたや総所得金額等が48万円以下の親族で生計をともにする方が、震災、風水害、火災、盗難等に
より損害を受けた場合に控除を受けられます。詳しくは、市税課市民税グループにご相談ください。

従来の医療費控除かセルフメディケーション税制による特例のいずれか一方を選択してください。
セルフメディケーション税制を選択する場合、Ｂ枠「㉗医療費控除」内の「セルフメディケーション
税制」欄にチェックをしてください。
◎従来の医療費控除
　あなたやあなたと生計をともにする親族のために1年間（R5.1.1～ 12.31）に支払った医療費が、一定の金
　額を超えるときに控除を受けられます。（最高 200 万円）

★明細書添付　　　　　　　　　　　　　（控除額の1円未満は切上げ）

あなたやあなたの同一生計配偶者若しくは扶養親族が障害者（身体障害者手帳などを交付されている方）
の場合には、B 枠の「⑳障害者控除」欄に氏名及び障害の等級や種類を記入のうえ、下記の控除額をＣ枠
の「⑳障害者控除」欄に記入してください。

１年間（R5.1.1～12.31）の収入金額や所得金額を記入してください。

（収入金額）－（収入を得るために支出した額）－特別控除額（最高 50 万円）

控除額 260,000 円

控除額 260,000 円

控除額 260,000 円

控除額 300,000 円

控除額 300,000 円

控除額 530,000 円

控除額 

控除額 

◎特別障害者
　特に重度の障害のある方（身体障害１・２級の方、精神障害１級の方、戦傷病者第 3 項症以上の方、療
　育手帳の表示Ａの方及び 65 歳以上で障害の程度が特別障害者に準ずるものとして福祉事務所長等の
　認定を受けた方）　

◎同居特別障害者
　同一生計配偶者又は扶養親族が特別障害者で同居の場合　

◎障害者
　上記以外の障害者の方及び 65 歳以上で障害の程度が障害者に準ずるものとして福祉事務所長の認定を
　受けた方

（支払った特定一般用医薬品等購入費－保険金等で補填される金額）－１万２千円

◎セルフメディケーション税制
　あなたやあなたと生計をともにする親族のために 1年間（R5.1.1 ～ 12.31）に支払った特定一般用医薬品
　等購入費が、1 万 2 千円を超えるときに控除を受けられます。（最高８万８千円）
　詳しくは、市税課市民税グループにご相談ください。

（支払った医療費－保険金等で補填される金額）－（総所得金額等の５％か10 万円のいずれか少ない金額）

⑴　事業所得、不動産所得の求め方

※一時所得・総合譲渡所得はそれぞれに特別控除が 50 万円まであります。また、一時所得・
　総合譲渡所得（長期のみ）は２分の１が課税対象です。

給与収入が 850万円を超える方は、二面の「所得金額調整控除」をご覧ください。

卸・小売業、製造業、建築業、飲食業、内職、その他サービス業から生じる所得、
各種外交員、塾の経営者、音楽講師、作家、大工等の所得

生命保険・損害保険契約に基づく一時金や満期返戻金（契約内容に注意）、賞金・
懸賞金・競輪等の払戻金等一時的な所得
土地建物等以外の資産の譲渡による所得で、所有期間によって長期（5 年超）と
短期（5 年以下）に区分されます。土地建物等の資産の譲渡による所得について
は分離課税になります。詳しくは、市税課市民税グループにご相談ください。

①営業、②農業、③不動産所得があった方は、申告書裏面の「10 事業・不動産所得に関する事項」、
「12 事業・不動産所得等の収支内訳」に必要事項を記入してください。経費として算入できる
ものや、計算方法の詳細については、市税課市民税グループにご相談ください。

⑷　雑所得（公的年金等）の求め方
公的年金収入の合計金額を下表≪公的年金等所得の求め方≫にあてはめて公的年金等に係る雑所得金額
を求めます。Ａ枠の「１収入金額等」の「キ雑 公的年金等」欄に収入金額を記入し、「２所得金額」の
「⑦雑 公的年金等」欄に所得金額を記入してください。「公的年金等の源泉徴収票」の添付が必要です。

⑸　雑所得（業務）の求め方
業務に係るものとは、副業に係る収入のうち営利を目的とした継続的なものをいいます。（原稿料、
講演料等）
Ａ枠の「１収入金額等」の「ク雑 業務」欄に収入金額を記入し、「２所得金額」の「⑧雑 業務」欄に所得金額
を記入してください。さらに裏面の「７配当所得・雑所得に関する事項」にも必要事項を記入してください。

⑹　雑所得（その他）の求め方

⑺　一時所得の求め方

⑷公的年金、⑸業務に係るもの以外の雑所得は、その他雑所得となります。（個人年金等）
Ａ枠の「１収入金額等」の「ケ雑 その他」欄に収入金額を記入し、「２所得金額」の「⑨雑 その他」欄に所得金
額を記入してください。さらに裏面の「７配当所得・雑所得に関する事項」にも必要事項を記入してください。

で計算します。この方法で算出した金額の２分の１に対して課税されるので、Ａ枠の「１収入金額等」の
「シ一時」欄に特別控除後の金額を記入し、「２所得金額」の「⑪総合譲渡・一時」欄にその２分の１の
金額を記入してください。さらに、裏面の「13総合譲渡・一時所得の所得金額に関する事項」に記入して
ください。

⑵　配当所得の求め方
⑤配当所得があった方は、申告不要（道府県民税配当割が特別徴収されている特定配当等）の場合
を除いて申告が必要です。申告書裏面の「７配当所得・雑所得に関する事項」に必要事項を記入して
ください。経費として算入できるのは株式などの元本の取得に要した負債の利子のみです。
特定配当等の申告分離課税を選択する場合は、市民税・県民税申告書（分離課税等用）をあわせて
ご提出ください。

⑶　給与所得の求め方
給与収入の合計金額を下表≪給与所得の求め方≫にあてはめて給与所得金額を求めます。
Ａ枠の「１収入金額等」の「カ給与」欄に収入金額を記入し、「２所得金額」の「⑥給与」欄に所得金額
を記入してください。「給与所得の源泉徴収票」の添付が必要です。

農作物の生産、家畜や酪農品の生産から生じる所得

貸家、貸店舗、アパート、貸地等の所得

所得税の源泉徴収の適用のない利子

株式や出資金に対する利益の配当、収益の分配金などに係る所得

給与（アルバイトや専従者を含む）、賞与、賃金の所得

公的年金や恩給（障害年金や遺族年金等は含まない）、個人年金、原稿料、講演料等の所得

営業等

総合譲渡

農　業

不動産

利　子

配　当

給　与

雑

一　時

収入金額÷4
（千円未満の端数
切捨て）=A

「A×2.4＋100,000」で求めた金額
「A×2.8－80,000」で求めた金額
「A×3.2－440,000」で求めた金額

収入金額×0.9－1,100,000 円で求めた金額
収入金額－1,950,000 円で求めた金額

～  550,999 円
551,000 円～1,618,999 円
1,619,000 円～1,619,999 円
1,620,000 円～1,621,999 円
1,622,000 円～1,623,999 円
1,624,000 円～1,627,999 円
1,628,000 円～1,799,999 円
1,800,000 円～3,599,999 円
3,600,000 円～6,599,999 円
6,600,000 円～8,499,999 円
8,500,000 円～               

　　　

0 円
収入金額－550,000 円

1,069,000 円
1,070,000 円
1,072,000 円
1,074,000 円

　　
　

給与等の収入金額 給与所得の金額

※公的年金等に係る雑所得以外の所得の合計が 1,000 万円を超える場合は計算が異なります。

6 5 歳以上の方
（昭和 3 4 年 1 月 1 日以前に生まれた方）

6 5 歳未満の方
（昭和 3 4 年 1 月２日以後に生まれた方）

（所得金額の 1円未満は切捨て）

※⑦～⑨の雑所得がある場合は、その合計額を「⑩雑 合計」欄に記入してください。

（所得金額の 1円未満は切捨て）

330万円以下
330万円超 410万円以下
410万円超 770万円以下
770万円超 1,000万円以下
1,000万円超

（B）－110万円
（B）×0.75－27万5千円
（B）×0.85－68万5千円
（B）×0.95－145万5千円
（B）－195万5千円

130万円以下
130万円超 410万円以下
410万円超 770万円以下
770万円超 1,000万円以下
1,000万円超

（B）－60万円
（B）×0.75－27万5千円
（B）×0.85－68万5千円
（B）×0.95－145万5千円
（B）－195万5千円

公的年金収入金額（B） 公的年金所得金額 公的年金収入金額（B） 公的年金所得金額

控除額 

給与所得控除後の給与等の金額と公的年金等に係る雑所得の金額の両方があり、その合計額が10万円を
超える場合、所得金額調整控除が受けられます。

給与所得控除後の給与等の金額
（10万円を超える場合には、10万円）
公的年金等に係る雑所得の金額
（10万円を超える場合には、10万円）

（記載例の場合）
給与所得控除後の給与等の金額　　251,365円（10万円を超えるため、10万円）
公的年金等に係る雑所得の金額　1,350,802円（10万円を超えるため、10万円）

合計額 20万円－10万円　＝　　10万円　　←給与所得の金額から控除する
給与所得控除後の給与等の金額　251,365円－　控除額10万円　＝ 151,365円（「⑥給与」欄に記入）

なお、給与収入が850万円を超え、二面に記載する所得金額調整控除の適用があるときは、二面の控除
金額を差し引いた後、こちらの控除金額を差し引きます。

合計額－10万円を
給与所得の金額から控除する
（最高10万円）

合計額

20万円

◎給与所得と年金所得の両方がある方

〈記載例〉

二面をご覧ください二面をご覧ください

磐田　太郎

同　上　

イワタ　タロウ

磐田市国府台３番地１ ××-××××21 10 19

○○（株）
磐田　太郎

11 2 2 3 3 4 4 5 5 6 6

140 , 500
2 , 577

143 , 077

100 , 000

85 , 000

60 , 000

磐田　花子
イワタ　　 ハナコ

20  4  3 495,682
1 0 0 0 2 0 0 0 3 0 0 0

磐田　春子
イワタ　　 ハルコ

50  7  4
33子

1 2 3 4 5 6 7 8 9 1 2 3

子の子25  8 磐田　次郎
イワタ　　 ジロウ

18

1 0 0 1 2 0 0 2 3 0 0 3

126 , 300 30 , 800

801,365
2,450,802

258,000

151,365
1,350,802

44,400
1,395,202

1,546,567
143,077

63,000
25,000

330,000
330,000
430,000

1,321,077

18,172
1,339,249

6 5

申告書表面の書き方

A

C

B

所得から差し引かれる金額

⑬社会保険料控除　

⑭小規模企業共済等掛金控除　

⑮生命保険料控除　

⑯地震保険料控除　

㉑～㉒配偶者控除・配偶者特別控除・同一生計配偶者

㉓扶養控除

㉔基礎控除

⑰寡婦控除　

⑱ひとり親控除　

⑲勤労学生控除　

㉖雑損控除

㉗医療費控除　

⑳障害者控除　

ⒷⒸ 収入・所得金額Ⓐ

D

所得の種類

所得金額の求め方

《給与所得の求め方》

《公的年金等所得の求め方》

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦～⑩

⑪


